
第12期 中間報告書
自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日（ ）



株主の皆様へ

株主の皆様には、ますますご清栄のこととお喜び申し上
げます。
平素は、格別のご支援を賜り厚くお礼申し上げます。
さて、当社グループ第12期中間連結会計期間（自 平成18

年4月1日 至 平成18年9月30日）を終了いたしましたので、
ここに営業の概況等につきご報告申し上げます。
当中間連結会計期間におけるわが国経済は、前年から引

き続き原油価格が高騰し石油製品の値上がりなど、国内景
気への影響が懸念されました。しかしながら、個人消費の
増加や企業収益の改善などにより、景気は回復基調を辿り、
企業の設備投資も増加する傾向が続きました。
このような状況の中、日本版SOX法や新会社法の法制度

化に伴い、企業が「内部統制」へ本格的に取組むことが求
められるようになってまいりました。ITに関する部門にお
いても「内部統制」に対応する様々なソリューションに注
目する企業が増加し、その中でインターネットに関する分
野でも、将来の対策や適切なソリューションの導入検討に
向け関心が高まりました。
また一方では、インターネット上に氾濫する悪質な情報

を得た未成年者が、犯罪に巻き込まれる事件はこれまで以
上に相次いでおります。すでに多くの自治体ではこうした
事態に対応する形で条例の整備などを進めており、当期も
継続して政府をはじめ様々な面で、対応の検討が行われま
した。
当社グループの主力事業であるセキュリティ事業では、

企業向け、公共向け、家庭向けの３つの大きな市場別に売
上を構成しております。企業向け市場では、社員がインタ
ーネットを利用する際、企業内の重要情報の漏洩を防止し
「内部統制」に対応するツールとして、当社の製品が導入
検討される機会が増加してまいりました。しかしながら、
企業の「内部統制」や今春に発表が予定されていた金融商
品取引法（日本版SOX法）に対する関係当局のガイドライ
ン整備の遅れが、企業のネットワークセキュリティへの実
際の対応を鈍化させる結果を招きました。また合わせて、
昨今の企業のネットワークの複雑化に伴って、製品の検討
から受注までの期間が長期化してきたため、当社の販売代
理店を通じた受注時期の延伸が生じており,当社の期初の見
通しを下回る結果となりました。
このため、公共向け市場並びに家庭向け市場では売上高

がほぼ期初の見通しどおり推移いたしましたが、売上高全
体では企業向け市場の売上構成比が大きな割合を占めるこ
とから、当社グループ全体の売上高は620,137千円（前年同
期比　91.0%）と前年同期を下回る結果となりました。
また、売上原価は前年同期を下回り150,378千円（前年同
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期比　89.1%）となったものの、販売費及び一般管理費は
366,902千円（前年同期比　111.2%）となった結果、売上高
が前年同期を下回ったことも起因し、当中間連結会計期間
の経常利益は100,528千円（前年同期比　56.3%）、中間純利
益は43,043千円（前年同期比　53.0%）となりました。
企業向け市場においては、日本版SOX法への対応検討な

どにより企業における「内部統制」や「情報漏洩」対策へ
関心はこれまで以上に高まりつつあります。しかしながら、
当中間連結会計期間で当初予定されていた関係当局からの
これらガイドラインの整備・発表の遅延により、企業内部
の実際の設備投資やネットワーク整備には至らず、結果と
して購入時期の大幅な期ずれ現象が多く引き起こされまし
た。また、昨今のネットワークの複雑化に伴い、当社の製
品のみならず関連製品については全体的に、検討から導入
までのリードタイムが長期化する傾向が強く現れておりま
す。
この結果、当社のWebフィルタリング製品の導入検討を

進める導入見込企業数は前年同期に比べ増加したものの、
当期における企業向け市場での売上高は209,619千円（前年
同期比　87.4%）と当社の期初見通しを下回る結果となり
ました。
公共向け市場においては、当中間連結会計期間の公共市

場における政府や地方自治体からのIT関連予算の投下状況
は、当初の見込通り前年同期並と予想され、厳しい環境に
あります。しかしながら、当社グループが前連結会計年度
より開始した、地域の特性に柔軟に対応するエリア別営業
が成果を見せ始め、公共の市場でも学校・官公庁共に当社
の商談件数を堅調に増加させることが出来ました。
当社グループはこうした案件を、地域密着型のエリア営

業による販売店の開拓を行い、その獲得により確実に刈り
取ることに成功いたしました。
当中間連結会計期間の公共向け市場での販売は期初の見

通しをほぼ達成し、売上高314 ,814千円（前年同期比
93.1%）という結果となりました。
家庭向け市場においては、当中間連結会計期間は、これ

までの各自治体や政府によるインターネット上の有害情報
に対する取組みや、当社グループがこれまで進めてきた
様々な販売網からのPRなどを背景に、家電量販店の販売担
当者への認知度の向上が得られ、また保護者へのWebフィ
ルタリングソフトに関する認識を高めたことにより、パッ
ケージ製品を中心に売上が好調に推移しました。
あわせて、これまでの家庭のパソコンという環境ばかり

でなく、カラオケ端末やネットカフェの端末などに提供し
てきた技術とノウハウを、「携帯型ゲーム機」というモバ
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イル環境に新たに拡張し、任天堂株式会社と提携し、ニン
テンドーＤＳ用インターネット閲覧ソフト「ニンテンドー
ＤＳブラウザー」向けに、「i-フィルター for ニンテンドー
ＤＳブラウザー」による新サービスの提供を開始いたしま
した。
その他、「i-フィルター」シリーズのラインアップの充実

や、ビッグローブ株式会社の企業向けインターネット接続
「BIGLOBEオフィスサービス」にも採用され、SOHOや中
小企業向けに当社のWebフィルタリングサービスを提供い
たしました。
これらの結果、当中間連結会計期間における家庭向け市

場での売上高は95,703千円（前年同期比　97.9%）という結
果となりました。前中間連結会計期間には主力製品である
「i-フィルター」シリーズのメジャーバージョンアップを行
い、そのリリースに伴う家庭向け市場での売上増がありま
したが、当中間連結会計年度ではこうした大型リリースが
ないことを考慮し作成された期初見通しの売上高をほぼ達
成しております。
会社が対処すべき課題といたしましては、当中間連結会

計期間は公共向け及び家庭向けの市場でほぼ見通しどおり
に推移した一方、企業向けの市場で、上記のとおり「内部
統制」等を理由とする受注の延伸等により対前年同期比で
売上の減少がありました。今後は企業向け製品の販売をよ
り拡大し、当社グループの営業努力に比例した収益が獲得
できる企業体質に変化させてまいります。また、こうした
外的要因に経営成績が影響されにくい、安定的な事業基盤
を構築することが重要な課題であると認識しております。
上記の課題に関し、企業向けの販売では、これまでと同

様に公共向け売上を維持する一方、将来的には「内部統制」
関連をはじめ、さらなる市場の広がりが期待できます。ま
た安定した更新料収入を期待できるためその売上構成比を
高め、安定した基盤構築に向け努力してまいります。その
ためには、これまで培ったビジネスパートナーによる流通
政策を基軸に、販売量の拡大による売上向上に向けて、ビ
ジネスパートナーとの一層の関係強化や新規パートナーの
開拓等を進めてまいります。
次に、公共向けの販売では、Webフィルタリングソフト

と学校向けのセキュリティ重視型総合インターネットサー
バシステムを主軸とし、これまでの学校のほか省庁や市役
所等の施設に対して、地域性を考慮した戦略の推進や人員
の配置見直しによる政令指定都市以外へのアプローチの強
化などによって導入率向上を図り、より安定的な売上を獲
得することが重要であると認識しております。
さらに、家庭向けの販売では、安心かつ安全なインター
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ネットの利用環境づくりに対する保護者の意識の向上を背
景に、これまで実施してきた大手メーカーの家庭向けパソ
コンへの標準搭載、ISPやASP経由などによるWebフィル
タリングサービスの提供、大手量販店でのパッケージ販売、
ゲーム機やモバイル端末への搭載、ネットワーク・通信関
連企業とのアライアンスによるフィルタリング搭載サーバ
やネットワーク・通信関連機器の開発・販売、ダウンロー
ド販売といったさまざまな当社グループの製品販売網を通
じて、確実に利用者を獲得してまいります。同時にWebフ
ィルタリングソフトの必要性を感じているにもかかわら
ず、その存在を知らない潜在的な需要に対し、インターネ
ット利用の危険性を一般に認知させ、その解決策としての
Webフィルタリングソフトの存在認知を家庭向けに限ら
ず、企業向け及び公共向けに対するものを含め向上させる
ため、各種の啓蒙活動及び広告活動を実行し、これら潜在
需要の喚起と獲得に努めてまいります。
インターネットの普及と発展は、必須のインフラストラ

クチャーとして、今後もこれまで以上のペースで進んでい
くものと予想されます。それに伴いライフスタイルなども
これまで想像し得なかった形に変化していくものと考えら
れます。 当社グループは当社同様Webフィルタリングソ
フトを中心事業とする子会社である株式会社アイキュエス
とともに、経営資源の集約等による経営の効率化を図り、
Webフィルタリングソフトの製品群を拡充し、より広範な
顧客層及び様々な要望に対応し得る体制を構築しました。
今後は、そうした体制をもって変化する状況に柔軟に対応
し、「より便利な、より快適な、より安全なインターネッ
トライフに貢献していく」という当社グループの経営理念
に基づいた事業を積極的に展開していくことが当社グルー
プにとって最も重要な課題であると認識しております。
株主の皆さまにおかれましては、より一層のご支援ご鞭

撻を賜りますようお願い申し上げます。

平成18年12月

代表取締役社長 道具　登志夫
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当中間連結会計期間末
（平成１8年９月３０日現在）

前中間連結会計期間末
（平成１7年９月３０日現在）科　　目

構成比金　　額構成比金　　額

％％
（資　産　の　部）

６７．０１，１９８，７６８　６３．８１，０２８，０７０流　 動　 資　 産
６６４，９９０４７２，１２１現 金 及 び 預 金
４７７，２０７４８９，０８３受取手形及び売掛金
３，７６０３，１２３た な 卸 資 産
２８，８９０５１，７７４繰 延 税 金 資 産
２３，９１９１１，９６７そ の 他

３３．０５９０，０６８３６．２５８３，８６２固　 定　 資　 産
６７，３５２２４，８７９有 形 固 定 資 産
４４９，４０８４３９，６３８無 形 固 定 資 産
１８０，２５８―の れ ん

―２３１，７６１連 結 調 整 勘 定
１５６，４６０１８７，９６６ソ フ ト ウ ェ ア
１０７，００３―ソフトウェア仮勘定
５，６８５１９，９１０そ の 他
７３，３０７１１９，３４３投資その他の資産
２，９２５１０，４８５繰 延 税 金 資 産
６９，２６５１０８，６８４敷 金 保 証 金
１，７６１１７３そ の 他
△６４４―貸 倒 引 当 金

１００．０１，７８８，８３６１００．０１，６１１，９３２資 産 合 計

％％
（負　 債　 の　 部）

１５．６２７８，５２７１７．９２８８，０６８流　 動　 負　 債
１，５１７３，３２９買 掛 金
３０，０００６２４短 期 借 入 金
８６，４４８８７，６９６１年以内返済予定長期借入金
４４，３９０９９，１０６未 払 法 人 税 等
３７，８０８２７，７３２賞 与 引 当 金
７８，３６３６９，５７９そ の 他

２．１３７，８７２７．８１２５，５９６固 定 負 債
３７，３７２１２５，５９６長 期 借 入 金
５００―そ の 他

１７．７３１６，３９９２５．７４１３，６６４負 債 合 計

（資　 本　 の　 部）
――３８．３６１７，７９９資 本 金
――３７．５６０４，４３７資 本 剰 余 金
――△１．５△２３，９６８利 益 剰 余 金
――７４．３１，１９８，２６８資 本 合 計
――１００．０１，６１１，９３２負 債 資 本 合 計

（純　資　産　の　部）
株 主 資 本

３７．５６７０，２０９――資 本 金
３６．７６５６，８４５――資 本 剰 余 金
８．１１４５，３８３――利 益 剰 余 金
８２．３１，４７２，４３７――株 主 資 本 合 計
８２．３１，４７２，４３７――純 資 産 合 計
１００．０１，７８８，８３６――負 債 純 資 産 合 計

（単位：千円）

（注）記載金額は、千円未満を切捨てて表示しております。

中間連結貸借対照表
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（単位：千円）

当中間連結会計期間

自　平成18年４月１日（至　平成18年９月30日）
前中間連結会計期間

自　平成17年４月１日（至　平成17年９月30日）科　　目

百分比金　　額百分比金　　額

％％

100．０６２０，１３７100．０６８１，１９１売 上 高

２４．２１５０，３７８２４．８１６８，７７９売 上 原 価

７５．８４６９，７５９７５．２５１２，４１１売 上 総 利 益

５９．２３６６，９０２４８．４３２９，８９５販売費及び一般管理費

１６．６１０２，８５６２６．８１８２，５１６営 業 利 益

０．０２０００．０５３営　業　外　収　益

０．４２，５２８０．６３，９１１営　業　外　費　用

１，４５９２，１４５支 払 利 息

―１，５５５新 株 発 行 費

１，０６２―株 式 交 付 費

0６２０９そ の 他

１６．２１００，５２８２６．２１７８，６５８経 常 利 益

――０．０１８４特　 別　 利　 益

２．６１５，８６９２．２１５，２７３特 別 損 失

１３．６８４，６５８２４．０１６３，５６９税金等調整前中間純利益

５．４３３，５１０１４．２９６，４０８法人税、住民税及び事業税

１．３８，１０３△２．１△１４，１１９法 人 税 等 調 整 額

６．９４３，０４３１１．９８１，２８０中 間 純 利 益

（注）記載金額は、千円未満を切捨てて表示しております。

中間連結損益計算書
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当中間会計期間末
（平成１8年９月３０日現在）

前中間会計期間末
（平成１7年９月３０日現在）科　　目

構成比金　　額構成比金　　額

％％
（資　産　の　部）

６４．８１，１８０，８８１　６５．３１，０５８，６８８流　 動　 資　 産
６６２，５５６４６７，６２４現 金 及 び 預 金
３０，７１３１３３，８４０受 取 手 形
４２７，４７９３３６，３１９売 掛 金
３，０５３３，１２３た な 卸 資 産
２８，８９０５１，７７４繰 延 税 金 資 産
２８，１８８６６，００５そ の 他

３５．２６４１，２３７３４．７５６１，５０８固　 定　 資　 産
６６，４４７２４，０９０有 形 固 定 資 産
２６４，０００２０７，８７７無 形 固 定 資 産
１５２，６１９１８７，９６６ソ フ ト ウ ェ ア
１０５，６９６１２，９２１ソフトウェア仮勘定
５，６８５６，９８９そ の 他
３１０，７８９３２９，５４０投資その他の資産
２１１，２００２１１，２００関 係 会 社 株 式
９９，５８９１１８，３４０そ の 他

１００．０１，８２２，１１９１００．０１，６２０，１９６資 産 合 計

％％
（負　 債　 の　 部）

１３．４２４３，８４４１７．３２７９，５４４流　 動　 負　 債
１，５１７３，１７５買 掛 金
８４，０００８４，０００１年以内返済予定長期借入金
４４，３００９９，０１６未 払 法 人 税 等
３７，３２８２７，７３２賞 与 引 当 金
７６，６９９６５，６２０そ の 他

１．８３３，５００７．２１１７，０００固 定 負 債
３３，０００１１７，０００長 期 借 入 金
５００―そ の 他

１５．２２７７，３４４２４．５３９６，５４４負 債 合 計

（資　 本　 の　 部）
――３８．１６１７，７９９資 本 金
――３７．３６０４，４３７資 本 剰 余 金

―６０４，４３７資 本 準 備 金
――０．１１，４１４利 益 剰 余 金

―１，４１４中 間 未 処 分 利 益
――７５．５１，２２３，６５２資 本 合 計
――１００．０１，６２０，１９６負 債 資 本 合 計

（純　資　産　の　部）
株 主 資 本

３６．８６７０，２０９――資 本 金
資 本 剰 余 金

６５６，８４５―資 本 剰 余 金
３６．０６５６，８４５――資 本 剰 余 金 合 計

利 益 剰 余 金
２１７，７２０―その他利益剰余金

１２．０２１７，７２０――利 益 剰 余 金 合 計
８４．８１，５４４，７７４――株 主 資 本 合 計
８４．８１，５４４，７７４――純 資 産 合 計
１００．０１，８２２，１１９――負 債 純 資 産 合 計

（単位：千円）

（注）記載金額は、千円未満を切捨てて表示しております。

―７―

中間貸借対照表



（単位：千円）

当中間会計期間

自　平成18年４月１日（至　平成18年９月30日）
前中間会計期間

自　平成17年４月１日（至　平成17年９月30日）科　　目

百分比金　　額百分比金　　額

％％

１００．０５９４，０８１１００．０６５２，９３８売 上 高

２５．０１４８，６００２５．３１６５，０８３売 上 原 価

７５．０４４５，４８０７４．７４８７，８５４売 上 総 利 益

５６．０３３２，３３５４３．４２８３，２８９販売費及び一般管理費

１９．０１１３，１４４３１．３２０４，５６５営 業 利 益

０．８４，４８４０．５２，９８０営 業 外 収 益

６８４５３０受 取 利 息

３，８００２，４４９そ の 他

０．６３，７５５０．６３，５９２営 業 外 費 用

１，３５０２，０３７支 払 利 息

―１，５５５新 株 発 行 費

１，０６２―株 式 交 付 費

１，３４２―そ の 他

１９．２１１３，８７３３１．２２０３，９５２経 常 利 益

――０．０１８４特　 別　 利　 益

０．９５，４０９２．３１５，２７３特 別 損 失

１８．３１０８，４６４２８．９１８８，８６３税 引 前 中 間 純 利 益

５．６３３，４２０１４．８９６，３１８法人税、住民税及び事業税

１．４８，１０３△２．２△１４，１１９法 人 税 等 調 整 額

１１．３６６，９３９１６．３１０６，６６４中 間 純 利 益

（注）記載金額は、千円未満を切捨てて表示しております。

―８―

中間損益計算書



会社の概要（平成18年９月30日現在）

デジタルアーツ株式会社

Digital Arts Inc．

平成７年６月21日

東京都千代田区永田町二丁目13番10号

インターネットセキュリティ関連ソフトウェアの
企画・開発・販売

670,209,014円

76名

株式会社アイキュエス

―９―

社 名

英 文 社 名

設 立

本店所在地

事 業 内 容

資 本 金

従 業 員 数

グループ会社

役　　　員（平成18年９月30日現在）

道　具　登志夫

高　橋　則　行

宮　　　真　樹

眞　田　久　雄

若　井　修　治

窪　川　秀　一

上　杉　昌　隆

代表取締役社長

取 締 役

取 締 役

取 締 役

常 勤 監 査 役

監 査 役

監 査 役

株式の状況（平成18年９月30日現在）

会社が発行する株式の総数 450,360株

発行済株式の総数 137,426株

株主数 13,998名



大株主（平成18年９月30日現在）

株主名 持株数（株） 議決権比率（％）

道具　登志夫 53, 235 38.74

3, 200 2.33

1, 822 1.33

大阪証券金融株式会社 1, 170 0.85

いちよし証券株式会社 929 0.68

大和証券株式会社 775 0.56

道具　勇夫 720 0.52

岩崎　明美 720 0.52

672 0.49

マネックス証券株式会社自己 645 0.47

―１０―

日本マスタートラスト信託銀行
株式会社（信託口）

ビー・エヌ・ピー・パリバ・セキュリティーズ
（ジャパン）リミテッド（ビーエヌピーパリバ
証券会社）

モルガン・スタンレー・アンド・カンパニー・
インターナショナル・リミテッド

所有者別株式分布（平成18年９月30日現在）

所有者区分 株主数（名） 株式数（株） 株式数比率（％）

個人・その他 13, 842 121, 354 88.31

金融機関 7 3, 674 2.67

その他国内法人 103 1, 972 1.43

外国人 27 6, 191 4.51

証券会社 19 4, 235 3.08



株　主　メ　モ
４月１日から翌年の３月31日まで

６月に開催いたします。

定時株主総会の議決権 ３月31日
期末配当金　　　　　 ３月31日
中間配当金　　　　　 ９月30日

東京都港区芝三丁目33番１号
中央三井信託銀行株式会社

東京都杉並区和泉二丁目８番４号
（〒168- 0063）
中央三井信託銀行株式会社　証券代行部
（証券代行事務センター）
TEL  0120- 78- 2031（フリーダイヤル）

中央三井信託銀行株式会社 全国各支店
日本証券代行株式会社 本店及び全国各支店

電子公告

事 業 年 度

定時株主総会

基 準 日

株主名簿管理人

同事務取扱所
電 話 問 合 せ
郵便物送付先

同 取 次 所

公 告 の 方 法

「より便利な、より快適な、より安全な
インターネットライフに貢献していく」

電子公告掲載のホームページアドレス
http://www.daj.co.jp/ir/ir_koukoku.htm

電子公告ができない場合の公告掲載新聞
日本経済新聞

※貸借対照表及び損益計算書を下記当社ホームページ
アドレスに掲載しております。
http://www.daj.co.jp/ir/ir_kessan.htm

お知らせ
住所変更、名義書換請求及び配当金振込指定に必要な各用紙のご
請求は、株主名簿管理人のフリーダイヤル又は同社ホームページ
で24時間受付しております。

70120－87－2031
http://www.chuomitsui.co.jp/person/p_06.html

www.daj.co.jp

（ ）


